
第２期いわき創生総合戦略 IWAKI ENERGY

６ いわき創生に向けた取組み

５ 総合戦略の目的

▼ この２つの目的に沿った政策・取組みを推進

少子高齢化･人口減少が進行
・晩婚化、未婚率の増加などに
伴い出生率が低下

・高齢化が進み死亡数増加
・若い世代が首都圏等へ流出し
戻らない
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人口減少に歯止めをかけ
人口構造を改善する

・若い世代の就労、結婚、
出産、子育ての希望を実現さ
せる
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将来にわたり
まちの活力を持続する

・ひとづくりとまちづくりの好
循環をつくる

・ヒト･モノ･カネを外から呼び
込む

・地域資源を最大限活用する
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２ 人口ビジョン

３ 第１期いわき創生戦略の総括

ｺﾝｾﾌﾟﾄ

人
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

地
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

産
業
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

“人づくり” と “まちづくり” の

好循環を生み出す。

地域が「人」を育て、

「人」が地域をつくる。

基本目標

市民からも、市外からも

“選ばれるまち”をつくる。

いわきの強みや深みを見つめ直し、

地域の力を最大限に生かす。

地域に培われた“生業”を

磨き上げ、伸ばす。

炭鉱の閉山や東日本大震災を

乗り越えた“底力”を発揮する。
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重点推進モデル

４ 基本的な考え方

第１期戦略の政策を基本とし継続した取組みを進める
地方創生の観点から高い効果の発揮が期待できる政策に絞り
込む
Society5.0や持続可能な社会の実現、頻発する自然災害やウ
イルス感染症の影響など、環境の変化や社会の要請等により
特に意識して取り組むべきモノ・コトを新たに盛り込む。

【特に意識して盛り込むモノ・コトの例】
「共創」によるまちづくりの推進
ダイバーシティ(誰もが活躍できる地域社会)の推進
Society5.0の実現への対応(スマート社会の推進)
SDGsへの対応とサスティナブル(持続可能)な地域社会の構築
シェアリング社会等への対応
広域連携の取組み(近隣自治体及び港区等連携自治体)など

人口減少に
歯止めをかけ
人口構造を
改善する

（戦略の目的） （現時点の評価）

自然動態の指標である「合計特殊出生率」及び「出生
数」が改善されておらず、また、「婚姻率」も低下傾
向にあるため、今後、更に人口減少が進む可能性があ
り、戦略に基づく複合的・重層的な取組みの強化が必
要である。
社会動態については、一定の成果が見られ改善傾向に
あるものの、関係・交流人口、移住・定住人口の拡大
に向けた更なる取組みが必要である。
また、2020年の国勢調査の結果に基づく再評価が必
要である。

市のブランドイメージの向上や若い世代の確保に向け
た取組みなどで一定の進捗が見られるが、今後も、転
入者の増加やまちの活力向上に向けて、「選ばれるま
ち」となるよう、まちの魅力の向上などに取り組んで
いく必要がある。
また、原発事故の風評や新型コロナウイルス感染症の
影響などから、観光や農林水産業の分野では、厳しい
状況が続いており、改善に向けた継続的な取組みが必
要である。

1-1 グローカル人財育成PJ

1-2 結婚･出産･子育てPJ

1-3 いわき総活躍PJ

1-4 医療・ヘルスケアPJ

政策パッケージ

2-1 スマートシティ推進PJ

2-2 いわきﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ･ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝPJ

2-3 リビングシフトPJ

2-4 地域ストック活用PJ

2-5 文化・スポーツのまちづくりPJ

3-1 次世代産業・サービス育成PJ

3-2 稼げる農林水産業PJ

3-3 起業家支援･地域企業力ｱｯﾌﾟPJ

・地域への愛着･誇りの醸成 ・グローカル人財の育成
・キャリア教育の更なる充実 ・学びのセーフティーネットと
・Society5.0に向けた人財の育成 人財還流の仕組みの構築 ほか

・男女の出会いの場の創出 ・結婚･出産･子育てを支える環
・安心して子どもを産める環境の創出 境の創出 ほか
・安心して子育てし、働ける環境の創出

・心のバリアフリー･ユニバーサルデザインのまちづくりの推進
・誰もが働きやすい環境づくりの推進 ・誰もがチャレンジし活躍できる
・外国人活躍･多文化共生社会の推進 地域社会の推進 ほか

・医療人財確保に向けた取組み ・市民の健康増進
・医療提供体制の整備に対する支援 ・ヘルスケア産業の拡大
・先端医療等の活用による地域医療の活性化

・Society5.0への対応 ・スマートライフの推進
・スマートタウンの推進 ・スマートガバナンスの推進
・スマートモビリティの推進 ・スマートエネルギーの推進

・地域資源･魅力の磨き上げ、ブランディング
・戦略的なプロモーションの実施 ・インバウンド対策及びアウトバウンド
・稼ぐ仕組みの創出 展開の充実・強化 ほか

・絆の構築 ・マッチング機会の創出
・多様な働く場所を整備 ・ＵＩＪターンの推進
・様々なライフスタイルの提供

・空き家、空き店舗等の利活用の更なる促進
・シェアリングエコノミーの推進
・遊休資産等の利活用による新たなライフスタイルの推進

・文化・芸術活動を通じた人の流れの創出
・フラ文化を通じた人の流れの創出 ・スポーツを軸としたまちづくりの推進
・スポーツ文化ツーリズムの推進 ・サイクルスポーツの推進

・次世代に求められる産業・サービスの育成
・多様な働き方を受容する環境の整備と人財・企業の誘致
・次世代エネルギー産業の集積と人財育成の拠点化 ほか

・稼げる仕組みの構築 ・域内消費拡大
・担い手の育成及び確保
・資源の保全・保護とブランディング

・地域企業におけるDX等の推進 ・災害や危機事象に対するレジ
・地域経済を牽引する中核企業の育成 リエンス強化
・人財育成と人財シェアリングの推進 ・起業・創業の促進 ほか
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１ 第2期戦略の概要

過去5回分の国勢調査の人口トレンドを踏まえた推計では、2060年の人
口は、17万３千人と推計される。（2015年比▲50.4％）
自然動態・社会動態の両面の改善が図られた場合、2030年に約30万
人、2060年に約22万人の人口が維持されると推計される。
⇒2030年で約30万人、2060年で約22万人の人口維持を目指す

戦略の位置付け
｢まち･ひと･しごと創生法｣第10条に基づく「市町村まち･ひと･
しごと創生総合戦略」として、施策の基本的方向を示すもの

計画期間
人口ビジョン：令和2(2020)年 ～令和42(2060)年
総 合 戦 略 ：令和3(2021)年度～令和7(2025)年度

推進体制
市民や地域、行政、関係団体、金融機関、民間事業者など、多様
な主体の参画による体制を取組みごとに構築し推進

進捗管理
年度ごとにPDCAサイクルにより、政策及び施策の効果検証等を
行い、必要に応じた見直しを行う


